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要約 

気候変動は、現代社会の最も深刻な課題の一つである。その影響は地球規模で拡大し、

特に途上国や貧困層にとっては大きな負担となっている。本論文では、気候変動の影響に

焦点を当て、特にアフリカのナイジェリアにおける農業と貧困層への影響を詳細に分析す

る。 

気候変動とは、地球の気温や気象パターンが長期間にわたり変化する現象を指し、その

主要な原因は人間活動、特に化石燃料の燃焼である。国際連合気候変動政府間パネル

（IPCC）の最新報告によれば、気温上昇は生態系や人々の生活に深刻な影響を及ぼし、ア

フリカの農業生産物にも大きな悪影響を与えている。アフリカの多くの国々では農業が主

要な収入源であり、気候変動による農業生産性の低下は貧困層の人々にとって特に厳しい

問題である。 

気候変動はナイジェリアにおいても深刻な問題であり、農業は国内経済の重要な部門で

ある。干ばつや洪水などの異常気象が頻繁に発生し、農作物の収量に大きな損害をもたら

している。これにより、農家は収入減少に直面し、食糧不安にさらされている。特に貧困

層の農家は気候変動の影響を受けやすく、経済的に大きな困難を経験している。 

ナイジェリア政府は気候変動への対応策を推進しており、農家の高質な投入資材の利用

率向上、水の確保、農業研究の促進などの政策を実施している。しかし、これらの政策が

貧困層の農家にまで普及するには時間がかかる可能性がある。 

本論文では、貧困農民家計によって比較的既に行われている、農作物の多角化や改良品

種の使用が洪水や干ばつに対して経済的なレジリエンスを持つのか、逆双曲正弦変換を用

いた重回帰分析を行う。また分析にはナイジェリア国家統計局が集計した、General 

Household Survey のパネルデータとクロスセクショナルデータの両方を用いる。逆双曲正

弦変換は自然対数変換を行う際に生じる問題点をクリアし、より定量的な解釈を行うため

に用いる。 

分析の結果、農作物の多角化と改良品種の栽培は、洪水が起きてもレジリエンスを上昇

させる可能性があることがわかった。また今回の分析では、干ばつに対してのレジリエン

スを上昇させるかどうかについてはわからなかった。 

この分析の結果から、本校では二つの政策を提言する。一つ目の提言はチケット交換を

使った補助金制度を行い,多角化・改良品種を選択するときの心理的コストを緩和する施

策。二つ目はそれらの意思決定が実際に貧困農業家計にどのような便益をもたらしている

か、自覚してもらうための推進教育を行う提言である。 

これらの政策提言を通し、ナイジェリアの気候変動によって苦しむ、貧困農業家計の生

活水準が少しでも改善の一途に向かうよう尽力する。 
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第 1章 現状・問題意識 
第１節 気候変動について 
第１項 気候変動の定義 
United Nation（n,d）によれば、気候変動は「気温および気象パターンの長期的な変化

だ。」と定義されている。この定義は気象学者や環境専門家によって広く受け入れられて

おり、気候変動が地球環境に与える影響を理解する出発点となっている。 

さらに、同機関によると、「これらの変化は太陽周期の変化によるものなど、自然現象の

場合もあるが、1800 年代以降は主に人間活動が気候変動を引き起こしており、その主な原

因は、化石燃料（石炭、石油、ガスなど）の燃焼だ。」と、近年での気候変動という単語

は、人間の活動によって引き起こされることを表す言葉として用いられている。この点

は、人類が気候変動に対して責任を負う重要な背景となっている。本稿でも、気候変動を

その意味合いとして扱い、議論を進めていく。 

第２項 これからの気候変動について 
国際連合気候変動政府間パネル（IPCC）の最新の報告書（2022）によれば、気候変動は

同機関が予測するどのシナリオにおいても現在の気温を上回ると考えられている（図

１）。これは地球の気温が上昇し続けていることを示唆しており、その影響はますます深

刻になっている。気温上昇は生態系や人々の生活に大きな影響を及ぼし、それらに適応す

るための対策は喫緊の問題となっている。（IPCC,2022）。 

 

図１ 地球の表面温度変化 1850 年から 1900 年までの期間に対する上昇率 

 
出典（IPCC（2022）より引用） 

 

第２節 農業生産物・貧困層への気候変動の影響 
第１項 農業生産物に対する影響 
 気候変動は農業生産物へ大きな影響を与え、貧困層の状況をさらに悪化させると考えら

れている。Amare（2023）によると、30 年間の気温と降水量データを用いた分析を通し

て、気候変動による有害度日数が 15%増えると、農業生産性は平均で約 5.22％減少するこ

とがわかっている。また、降水量も農業生産性に有意な負の影響をもたらしていることが



 

 

わかっている（Amare. 2023）。 

これは、大陸の大半が農業に従事しているアフリカの国々にとっては特に深刻な問題で

ある。World Bank（2012）によると、アフリカの GDPの 13.1%が農業セクターによって構

成されており、サハラ以南アフリカに至っては 20.3％もの GDP が農業生産によって成り立

っている。これは世界の GDP に占める農業の割合が 3％であることを考えると、十分に大

きいことがわかる（World Bank, 2012）。地元で育てた作物から収入を得るアフリカの

人々にとって、農業生産性の低下は人々の生活をより苦しめることがわかる。 

第２項 アフリカの貧困層に対する影響 
気候変動はアフリカの貧困層に大きな影響をもたらしている。Mendelson（2006）の研

究によれば、気候変動は低緯度帯の国々に住む貧困層の人々に最も影響を及ぼしている。

Mendelson（2006）が提示した Generic hill-shaped impact response function（丘状の

影響応答関数）は、気候変動の影響を受けやすいさまざまなセクターが、気温との絶対的

な関連性を示している。この関数によれば、最適な気温よりも低温の地域に住む農家は、

気温の上昇によって純収入が増加することが示されている。逆に、最適な気温よりも高温

の地域に住む農家は、気温上昇によって純収入がさらに減少する可能性が高いことを示し

ている。このことから、気候変動が貧困層にとって大きな経済的影響をもたらすことが明

らかである。同様に、富裕層の国々は気候変動の影響をほとんど受けず、貧困層が大きな

打撃を受けるという状況も同論文から明らかになっている。このため、低緯度帯に位置し

農業が主要な収入源であるアフリカ諸国では、気候変動が貧困層にさらなる影響を及ぼす

ことが予想されている。気候変動が進行する中で、貧困の悪化や社会的不平等の増大な

ど、様々な問題が浮き彫りにされ、緊急の対策が求められる。 

  

図２ Generic hill-shaped impact response function 

 
 （Mendelson,2012 より引用） 

第３節 農作物への影響の要因について 
表１は農林水産省（2002）が発表した気候変動による農業生産物への要因である。気候

変動による気温上昇などが、さまざまな二次的な影響をもたらしそれが農業生産物に害を

与えることが考えられる。また Duodora.O（2019）によると、アフリカ地域では気候変動

によって起きる災害も農業生産物の損失の原因であることがわかっている。図３から、ア

フリカの国々の多くの農業生産の損失の要因として、干ばつや洪水もあげられる。 

これらの要因によって人々は気候変動に悩まされ、長期的に苦しい生活を余儀なくされ

ていることが考えられる。Kala. N （2012）より、このまま気候変動が続けばアフリカは、

気候シナリオと農地対策によっては 140 億ドルから 700 億米ドルの範囲で年間福祉損失を

被ることも予測されている。また、Parida(2018) によると、洪水や干ばつが頻繁で貧困率

の高い町村では自殺率が高くなるということが定量的に明らかにされており、貧困層の農



 

 

家は気候変動によって死に追いやられてしまうほどの深刻な影響を受ける。 

 

表１ 気候変動による農業生産物への影響 

要因 影響の詳細 

土壌 
一部地域では地下水の上昇、塩類化の進行。土壌微生物増加による土壌

有機物の無機化。 

雑草への

影響 

温暖化により２℃気温が上昇すると、農作物に対して負の影響を持つも

のの生育時期は全国的に早まる。 

（農林水産省（2002）より筆者作成） 

 

 

図３ アフリカの農業損失の気候変動による災害の要因の割合 

 
(Duodora,O (2019) より筆者作成) 

  



 

 

 

第４節 ナイジェリアの影響について 
本稿では、前述したアフリカの国々の中でも気候変動によって大きな農業の損失を被っ

ているナイジェリアを取り上げる。この節では気候変動によるナイジェリアへの影響につ

いて述べる。 

第１項 ナイジェリアの農業について 
ナイジェリアは、World Bank (2022) によると、人口は２億 1000 万人（世界６位）、

GDP は 4408 億米ドルとアフリカでも最大級の国である。ナイジェリアの GDP における農業

セクターの割合は 2022 年では、23.7％となっている（World Bank, 2022）。これは前述

した世界全体、またアフリカ全体を見ても農業セクターの占める割合は大きいことがわか

る。また、この割合は過去 30 年を見ても 2003〜2004年を除いて同水準であり農業セクタ

ーが同国において非常に重要な部門であることが長期的に見ても読み取れる（図４）。 

第２項 気候変動の影響 
ナイジェリアでは農業が経済の大部分を占めているため、気候変動は国に経済的な大き

な損害をもたらす。Federal Ministry of Environment Nigeria（2018）によれば、干ば

つなどの異常気象が頻繁に発生し、地域によっては雨水栽培作物の収量が 50％も減少する

可能性が予測されている。また、洪水もナイジェリアにおいて深刻な脅威となっており、

OCHA（2022）によれば、国内での洪水により 240 万人以上が避難し、一部地域では

676,000ha の農地に被害をもたらし、国内の 1950 万人以上の人々が食糧不安に直面してい

る。これらの自然災害は気候変動によって一層深刻化しており、Milly（2002）の研究に

よれば、洪水と気候変動には有意な正の関連があり、これは今後も続く可能性があること

が示唆されている。前述の要因とこれらの問題が実際にナイジェリア国内で農業生産性に

負の影響を及ぼしている（Amare, 2023）。国民の 70％以上が農業に従事していることか

ら、ナイジェリア国民全体に収入への悪影響が広がる可能性もある（FAO,2021）。 

第３項 貧困層の劣悪な農業環境 
さらに、ナイジェリアの農家の人々は貧困に苦しみ劣悪な環境での農業を強いられてい

る。例えば、ナイジェリアの農家の多くは開発されていない生産性の低い土地をもつこと

が多く、資源の減少、移動ルートの減少や危機に直面していることがわかっている

（Godson-Ibeji. C. C, 2022）。また、彼らはそれらの環境を改善することができていな

い。1962 年から 2019 年までの国内での肥料消費を分析した研究では、肥料の消費量は高

い変動性を示し、さらにはアフリカ諸国が 2006 年に宣言した最低使用量 50kg/ha を大き

く下回っていることを明らかにした (Akpan. S, 2022) 。気候変動によって、悪影響が及

ぼされる中でこのように肥料消費量が少ないことには、貧困層の農業世帯が潜在的な所得

損失を避けるために、ローリスク・ローリターンの戦略を選択する可能性があると考えら

れる（Hallegatte, 2016）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

図４ ナイジェリアの GDP に占める農業部門の割合 

 
   （World Bank, 2022 より筆者作成） 

第５節  現在行われている対応戦略 
農家の人々は気温の上昇と降水量の減少など、気候変動による影響を認識しており、さ

まざまな適応戦略をとっている (Nhemachena, 2010) 。ナイジェリアでは気候変動に対し

て行われている主な適応戦略として、改良品種の使用、農作時期の変更、作物の多角化を

行なっている（Danso-Abbeam, 2021）。 

ナイジェリア政府は主に三つの目的を定め気候変動に対する対応戦略を推進している 

(表２) 。 

(1) 農家の高質な投入資材の利用率を高める 

前節でも述べた通り、ナイジェリア国内の肥料消費量は比較的低い状況にある。

また、その他の高質な投入資材についても貧困層の農家の人々たちの利用は低い状

況にある。政府としては、この状況を解決するための政策として州レベルでのバリ

ューチェーンの優先順位付けと、週による戦略的介入の提供を可能にしている。そ

のほかにも、種子ファンドや肥料ファンド等の、民間セクターに対し、投資を促進

し、政府自身も低コスト技術に対する投資を行ったり、流通経路の見直しを行った

りして、投入資材使用のコスト削減を通した、農家の利用率の上昇を高める政策を

行なっている。 

 

(2) 食糧と家畜の生産、洪水及び干ばつの管理に必要な水を年間を通じて確保する 

災害対策や、農業に不可欠な健全な水を維持するために、異常気象の対策や既存の灌

漑インフラのフル稼働の拡大、包括的な国及び州の管理計画を策定している。また、

官民でのパートナーシップなどもより強固にするような政策を打ち出している。 

 

 

(3) 効果的な知識の移転を確保し、農家が気候変動に対応できるようにするため、農業研

究の促進 

 全国的に州レベルでの、民間手動の教育プログラムを行う政策を発表している。ま

た ICT などを活用して農家の人々への知識移転やモニタリング・評価、影響評価ツー

ルで再構築を図ろうとしている。 



 

 

 

これらの情報を踏まえると、洪水・干ばつ対策や灌漑インフラの拡大や投入資材のコス

ト削減による入手コストの低下を測る政策などは全体への普及は長い時間を要し、また貧

困層の人々は比較的後回しになってしまうことが考えられる。 

 

表２ ナイジェリア政府による気候変動に対する農業生産性向上の政策 

 

 

（Ndidi, 2021 より筆者作成） 

 

第６節  問題意識 
気候変動による農業への影響は長期的で深刻な問題であり、特に貧困層の農家にとって

は重要な問題である。貧困層の農業従事者は農業生産過程おける資本投入量を十分に投入

できていない。そのため、異常気象に対する脆弱性を露呈させ、農業生産性を向上させる

ための工夫や政策の実施が必要である。したがって、本稿では貧困層の農家への気候変動

の影響を抑え、ナイジェリアの農業を持続可能にするための可能性に焦点を当てていく。 

目的 戦略とアクション 

農家の高質投入

資材の利用率を

高める。 

−種子・作物団体への強化・支援 

−種子ファンド・肥料ファンドなどの民間セクターの投資の促進、また低コス

ト技術に投資 

−流通経路の見直し、新たな経路のリストアップ 

食糧と家畜の生

産、洪水及び干

ばつの管理に必

要な水を年間を

通じて確保す

る。 

−気候変動による異常気象・災害に対する対策、既存の灌漑インフラのフル稼

働の拡大など様々な開発を行い、包括的な水管理を行う 

効果的な知識の

移転を確保し、

農家が気候変動

に対応できるよ

うにするため、

農業研究の促

進。 

−全国改良普及サービス／農業開発プログラム（ADP）システムを刷新し、州レ

ベルで分権化するとともに、民間主導のプログラムを創設する。 

−農業改良普及システムを、ICT を活用した知識移転・研修手法、モニタリン

グ・評価、影響評価ツールで再構築する。 

−構造化されたパートナーシップを通じて、州レベルの国立農業研究所

（NARI）と改良普及プログラムを連携させる。 



 

 

第 2章 先行研究及び本稿の位置づけ 

第１節 先行研究 
本節では、今回の研究で参考にした論文について述べる。 

Durodola (2019) では、ナイジェリアにおける気候変動の影響についての論文のレビュー

を包括的に行い、干ばつや洪水がナイジェリアの農業や食糧安全に影響があることがわか

っている。 

さらに、第 1章で述べたとおり、ナイジェリアの人々は気候変動による異常気象について

の認識をしている。Amare (2023) の論文は、ナイジェリアの農家の気候変動に対する具体

的な戦略として作物の多角化を取り上げた。この論文によれば、農家は気候変動に対応す

るために作物の多角化と改良品種使用を行う傾向にあることを明らかにした。例えば、極

端な暑さへの対応として、種子の購入を控える傾向にあるわかっている。また同論文では

固定効果モデルを用いて気候変動が農業生産性や農家の収入に対する影響を明らかにして

いる。分析の結果、作物の多角化を行うことと農業生産性に正の関係にあることがわかっ

ている。 

Sudaryanto (2017) や Chonabayashi (2020) らは他国の洪水や干ばつに対する農家のレジ

リエンスについての研究を行なっている。それぞれ、政府の介入が経済的レジリエンス向

上にどれだけ効果があるかについての分析と、農作物の多角化の異常気象に対するレジリ

エンスについての分析を行なっている。 

第２節 本稿の位置付け 
以上の現状分析より、農作物の多角化・改良品種の使用は貧困農業家計にとって比較的

行いやすい工夫である。その事実がありながらも、農家の人々は気候変動による異常気象

等のリスクを考えて、潜在的な所得損失を避けるために、投入資材の消費を控えてしまう

傾向にあることもわかっている。本論文では、現状分析と先行研究を踏まえて、農作物の

多角化・改良品種の使用が洪水や干ばつに対してのレジリエンスを高めているという仮説

を定量的に分析する。この分析を通して、貧困層の農家の農業生産性の向上をもたらし、

政府による貧困層の農家へのより強固な農業サポートを提案できるのではないかと考え

る。ナイジェリア国内の貧困層の農家の工夫がもたらす洪水や干ばつに対するレジリエン

スを分析する初めての研究に本論文は当たると考える。 



 

 

第 3章 分析 

第１節 分析に使用するデータ 
ナイジェリア国家統計局（NBS）が実施した 2012・13・15 年に行なった Living 

Standards Measurement Study (LSMS)の General Household Survey Panel（GHS-Panel）

という家計レベルのパネルデータを用いる。この LSMS は農業や生活、教育、経済活動な

どさまざまなデータを含んでおり、6 つの地政学的ゾーンの約 5000 世帯を対象とするデー

タである。GHS-Panel は各ターム、植え付けシーズン後と収穫シーズン後の 2 回訪問が行

われる、ナイジェリア全土と地方の家計を代表するものである。 

また、本稿での農家家計の定義は農作、家畜、養鶏、漁業に従事し、生計を立てている

家計と定義する。これは NASS（NBS とナイジェリア農林水産省の協力機関）の定義するも

のである。GHS-Panel にはいずれかの職業に従事していることを示す変数が用意されてい

る。また複数の職業に従事している場合についても回答できるものになっているため、作

物の多角化はそのデータを用い判断できる。この調査では、過去 12 ヶ月以内に洪水や干

ばつの被害の有無を調査対象に自己申告してもらっているため、洪水や干ばつの発生の変

数も組み込まれている。 

本稿で扱う農業生産性については農業純収入を用いる。農業純収入とは、農業活動から

得られた収入 − 農業活動のコストで算出される（農林水産省, n,d）。農業家計において

未成年児の生産性は低いと考えられる。よって本稿では、OECD (n,d) の定める OECD 修正

成人換算尺度を用いて一人あたり農業純収入とする。 

本研究における貨幣価値は、地域消費物価指数を用いて調整を行う。また本稿では、貧

困層のダミー変数を扱う。貧困層は世界銀行の絶対的貧困の定義である、1 人・1 日あた

り収入が 1.25 米ドル以下の家計を用いて分析を行う。 

第２節 分析方法 
本研究は農家の作物の多角化・改良品種の使用という戦略の洪水と干ばつのショックに

対するレジリエンスを定量的に評価することにある。そのため主な分析手法としては、多

角化・改良品種のダミー変数と洪水・干ばつのダミーの交差項を含めたモデルにして推定

を行う。そのダミー変数と交差項の係数を用いて弾力性を推定したものをレジリエンスと

して分析する。改良品種のデータに関して、前節で述べた GHS-panel データには 2015 年

のものしか含まれていなかったことから、多角化と改良品種も含めたクロスセクショナル

データの分析と多角化のみを含めたパネル分析の二つを行う。また、少なくとも二つ以上

の農作物の栽培を営んでいるか、1 つの農作物の栽培と家畜・養鶏・漁業のいずれか二つ

以上に従事している農業家計を多角化しているとみなす。また改良品種を一つでも使用し

ていると回答している場合、改良品種を用いているとみなす。家計は、自身の農業純収入

を最大化するために生産活動を行なっていると仮定する。 

本研究では以下のモデルを用いる。 

 
𝑎𝑟𝑐𝑠𝑖𝑛ℎ𝑌𝑖,𝑡,𝑝 = 𝛽0 + 𝛽𝐹𝐹𝑖,𝑡,𝑝 + 𝛽𝐷𝐷𝑖,𝑡,𝑝 + 𝜷𝐹𝑚𝑪𝑖,𝑡,𝑝𝐹𝑖,𝑡,𝑝 + 𝜷𝑫𝒎𝑪𝑖,𝑡,𝑝𝐷𝑖,𝑡,𝑝 + 𝝓𝚾𝑖,𝑡,𝑝 + 𝜀𝑡 + 𝜂𝑝

+ 𝜐𝑖,𝑡,𝑝 

 

また、 

 

𝑎𝑟𝑐𝑠𝑖𝑛ℎ𝑧 = log (𝑧 + √𝑧2 + 1) , 𝑧 ∈ ℝ 



 

 

 
𝑎𝑟𝑐𝑠𝑖𝑛ℎ𝑌𝑖,𝑡,𝑝は t (=2012,2013,2015)年の p 州の i 世帯の農業行動における、貧困農業家

計の１ha あたり１人当たりの農業純収入を逆双曲正弦変換したものである。𝐹𝑖,𝑡,𝑝と𝐷𝑖,𝑡,𝑝は

洪水と干ばつを表すダミー変数であり、𝚾𝑖,𝑡,𝑝はのちに説明する観測可能なコントロール変

数である。𝜀𝑡と𝜂𝑝は年度固定効果ダミー変数と地域固定効果のダミー変数である。𝐶𝑖,𝑡,𝑝 は

農業多角化ダミーと改良品種の使用、灌漑、貧困のダミーのベクトルである。灌漑は主に

はコントロール変数として交差項に用いる。 

続いて、逆双曲正弦関数について述べる。説明に当たり Bellemare(2020)を参考にする。

本分析を考案し始めた際は、大きなサンプルを用い分析するため自然対数変換し分析する

ことを考えていた。しかし、本研究の被説明変数である農業純収入は𝑌𝑖,𝑡,𝑝 ∈ ℝである。ま

た、説明変数にはダミー変数を用い、その弾力性を推定する。そのため、自然対数変換を

行うことは不適切であると考えた。逆双曲正弦関数はマイナスの実数を引数に入れても問

題なく、またダミー変数の弾力性を比較的容易に近似できる。 

以下の式を考える。 

 

𝑦̃ = 𝛼 + 𝛽𝑑 + 𝑢・・・（１） 

両辺を双曲正弦変換すると、 

 
sinh(𝑦̃) = 𝑦 = sinh(𝛼 + 𝛽𝑑 + 𝑢) 

 

となる。（１）を推定した後、𝜉̅を𝑑 = 0,1の場合の変化率とすると 

 

𝜉̅

100
=
𝑦̂(𝑑 = 1) − 𝑦̂(𝑑 = 0)

𝑦̂(𝑑 = 0)
=
sinh(𝛼̂ + 𝛽̂ + 𝑢̂) − sinh(𝛼̂ + 𝑢̂)

sinh(𝛼̂ + 𝑢̂)
=
sinh(𝛼̂ + 𝛽̂ + 𝑢̂)

sinh(𝛼̂ + 𝑢̂)
− 1 

 

となる。 

また以上の式をもとに、弾力性の平均の式は 

𝑃̅

100
= exp(𝛽̂) − 1 

となる。 

本研究では、ここで推定した係数の符号と弾力性をもとに農作物の多角化と改良品種作

物の使用が農業純収入にどのような影響をもたらすのか考察を行う。以上の式よりレジリ

エンスを求めるためには、洪水または干ばつの単体のダミー変数の係数と、交差項の係数

を足したものを以上の弾力性の平均の式を用いて求めることができる。そこで正の値が出

た時レジリエンスがあると評価できる。 

また、標準誤差はクラスター内の相関に頑健なクラスター・ロバスト標準誤差を用い

る。 

以上のモデルを用いて、農作物の多角化や改良品種の使用は農業における経済的レジリ

エンスを向上させると言う仮説のもと分析を行う。 

第３節 使用する変数 
今回使用する変数は以下の通りである（表３）。本分析では、地域と年の固定効果を考慮

したモデルとなっている。そのため、地域や年に依存すると考えられるコントロール変数

は含めていない。そのためコントロール変数には、固定効果では考慮できていない個人に

依存する変数を投入した。収穫作物のダミー変数は、使用した作物に依存した純収入の変

化をコントロールするため、ナイジェリアの農家に一般的に栽培されている、4 つの品種

の変数を用意した。 



 

 

 

表３ 使用した変数の説明 

変数の説明 

変数名 内容 

農業純収入 
貧困農民家計の ha あたり成人一人当たり実質純収入

（収入 − 費用） 

洪水ダミー 過去 12 ヶ月の洪水の有無（有＝１） 

干ばつダミー 過去 12 ヶ月の干ばつの有無（有＝１） 

改良品種の使用 各改良品種の使用の有無（有＝１） 

多角化ダミー 農作物の多角化を行っているか（はい＝１） 

コントロール変数 

HH 年齢 世帯主の年齢 

ファミリーサイズ ファミリーサイズ（修正成人尺度換算） 

土地の広さ 成人相当あたりの栽培農場面積（ha) 

資産 成人相当額あたりの総資産額 

肥料ダミー 肥料使用の有無（有＝１） 

金融ダミー 金融へのアクセス（有＝１） 

貧困ダミー 貧困であるかどうか（有＝１） 

灌漑ダミー 

（洪水・干ばつとの交差項） 
灌漑使用の有無（有＝１） 

年ダミー 2012 年,2013 年,2015 年 

地域ダミー 各州 

収穫作物 

とうもろこし とうもろこしの収穫（有＝１） 

キャッサバ キャッサバの収穫（有＝１） 

ソルガム ソルガムの収穫（有＝１） 

アワヤムイモ ヤムイモの収穫（有＝１） 

 （筆者作成） 

 

以下表４・５はそれぞれパネルデータとクロスセクショナルデータの変数の基本統計量

になる。各年によって欠損値がある年とそうでない年があるため、クロスセクショナルデ

ータのサンプル数はパネルデータの横断面的サンプル数より多くなっている。 

  



 

 

 

表４ パネルデータ記述統計量(2012 年,2013 年,2015 年) 

 

変数 n 平均 標準偏差 中央値 min max 

多角化 8044 0.681 0.466 1 0 1 

農業純収入

(naira) 
8044 109860.8 176370 75845 -1872055 3282750 

土地の広さ（ha） 8044 3.947 36.96 1.1332 0.0001 2004 

金融 8044 0.08 0.271 0 0 1 

洪水 8044 0.052 0.222 0 0 1 

干ばつ 8044 0.033 0.179 0 0 1 

資産 8044 50000 600000 50000 0 100000000 

貧困 8044 0.384 0.486 0 0 1 

肥料 8044 0.505 0.5 1 0 1 

ファミリーサイズ 8044 6.403 3.238 6 1 31 

世帯主年齢 8044 51.55 15.59 50 0 110 

とうもろこし 8044 0.086 0.28 0 0 1 

キャッサバ 8044 0.055 0.228 0 0 1 

ソルガム 8044 0.099 0.299 0 0 1 

ヤム 8044 0.044 0.205 0 0 1 

    （筆者作成） 

  



 

 

表５クロスセクショナルデータ記述統計量(2015 年) 

 

変数 n 平均 標準偏差 中央値 min max 

多角化 3316 0.688 0.463 1 0 1 

改良品種 3316 0.112 0.31 0 0 1 

農業純収入

(naira) 
3316 127713   200280.6 83020 -1354367    3282750 

土地の広さ(ha) 3316 2.809 17.36 0.988 0.0001 880.42 

金融 3316 0.087 0.283 0 0 1 

洪水 3316 0.035 0.184 0 0 1 

干ばつ 3316 0.046 0.209 0 0 1 

資産 3316 30000 300000 92500 0 60000000 

貧困 3316 0.395 0.489 0 0 1 

肥料 3316 0.561 0.496 1 0 1 

ファミリーサイズ 3316 6.171 3.265 6 1 22 

世帯主年齢 3316 53.92 14.25 53 17 103 

とうもろこし 3316 0.014 0.116 0 0 1 

キャッサバ 3316 0.003 0.052 0 0 1 

ソルガム 3316 0.009 0.096 0 0 1 

ヤム 3316 0.002 0.049 0 0 1 

（筆者作成） 

第４節 結果 
 表６、表７はそれぞれパネルデータを用いた分析とクロスセクショナルデータ（2015

年）を用いた分析の双曲正弦変換を用いた分析の推定の結果になる。どちらのモデルも交

差項の組み合わせによって複数のモデルを推定し、それらすべての結果を表にまとめてい

る。また、括弧内は p 値を表す。有意水準は 5％のもと検定を行うが、農業家計の行動の

不確実性も考慮し多少の上振れについても考慮を行う。表の大きさの都合上,コントロー

ル変数の推定値は灌漑ダミー以外省略している。 

 表４のパネル分析の結果は、先行研究と同様、洪水や干ばつは農業純収入に対して負の

影響を持っていることが考えられる。洪水に関しては統計的に有意な推定値となっていな

いものも多くあるが、有意な推定値の符号と他の符号は同じことから負の影響を持ってい

ることは十分に考えられる。しかしこの分析からは農作物の多角化がもたらす、農業純収

入に対する正の影響は統計的に有意な結果としては現れなかった。 

 表５のクロスセクショナルデータの分析では、2015 年では農作物の多角化と改良品種の

使用は洪水に対して統計的に有意な正の影響を与えていることがわかる。また弾力性につ

いては、農作物の多角化を行った場合、平均で 74.94ナイラ/ha、改良品種の使用は平均

で 24.53 ナイラ/ha、農業純収入（aes,cpi2011 = 100の修正済み）を増加させることがわ

かる。また洪水が起きた場合でも、平均で 39 ナイラ/ha 経済的にレジリエンスをもたらす



 

 

ことがわかる。 

表６ パネル分析結果 

 

 
（筆者作成） 

表７ クロスセクショナルデータ 分析の結果 

 
（筆者作成） 



 

 

第 5節 考察 
本節では、以上の結果からの考察について述べる。本稿では、ナイジェリアの農業家計におい

て農作物の多角化と改良品種の使用は経済的レジリエンスをもたらすという仮説のもと分析を

進めてきた。結果からこの仮説は真である可能性があるといえる。クロスセクショナルデータ

を用いたモデルでは、洪水に対して農作物の多角化と改良品種を用いることがレジリエンスを

向上させることは統計的に有意であり、また多角化と洪水の交差項の回帰係数の符号はパネル

分析のものも一致している。このパネルデータの推定で用いた標準誤差は、クラスター内の相

関に対しては頑健であるが、クロスセクショナルなサンプルの経済距離や時間に対して頑健な

標準誤差を用いていないため、係数の優位性には疑問が残る。そのため、パネル分析の回帰係

数の符号の一致は、農業の工夫が経済的レジリエンスをもたらす可能性を示唆することも十分

に考えられる。 

一方で、本分析では農作物の多角化や改良品種の使用が、干ばつに対して統計的に有意な結果

をもたらすとは言えなかった。クロスセクショナルデータの分析では、干ばつのダミー変数の

係数が正であり、多角化、改良品種の交差項の係数に負の符号が散見されるなど一貫した結果

の解釈が困難である。 

また貧困層とそうでない家計の洪水・干ばつに対するレジリエンスの差や、灌漑による洪水・

干ばつに対するレジリエンスの向上のどちらも統計的に有意な結果は得られなかった。比較的

裕福な農業家計によって行われる灌漑のダミーの交差項と貧困のダミーの交差項のどちらも有

意な結果が得られなかったことから、農業家計の所得と独立して、洪水や干ばつが農業純収入

に与える影響は均一である可能性があることがわかる。 

 現状分析でも述べたとおり、ナイジェリアでは特に貧困層の農業家計において、肥料や改良

品種の使用は、経済的には実践しやすい工夫であるにもかかわらず、潜在的所得損失や資源の

輸送ルートの減少により行えていない問題が存在する。その上でナイジェリアにおける洪水・

干ばつの農業生産に対する影響は甚大なもので、それらに対して効果的な対策を打たなければ

ならない。上記の分析を踏まえ提言できることとして、改良品種の使用の促進と農作物の多角

化の実践の促進をし、洪水に対する経済的レジリエンスを向上させるということになる。 
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第 4章 政策提言の方向性 
本研究ではここまで、貧困農業家計の農作物の多角化と改良品種の使用による洪水や干

ばつに対する経済的レジリエンスについて分析してきた。 

分析の結果、洪水に対してのみ農作物の多角化と改良品種の使用はレジリエンスを向上

させる可能性があることがわかった。以上より政策の方向性として、１つ目に貧困農民家

計の作物の多角化と改良品種の使用を促す補助金政策。２つ目に、1 つ目の政策の持続性

を担保するための教育政策を提案する。 

現在、ナイジェリア政府は、貧困農民に家計に対して様々な種類の作物の種子へのアク

セスの問題を改善することには努めている。そのため、アクセスに関する政策提言は行わ

ない。 

改良品種の使用に関しては、いくつか政府が今後行なっていく領域の分野であったため

その中でも問題のありそうな農民側の認知の部分に働きかける２つ目の政策提言が特に効

果的であると考える。 

作物の多角化に関して、現在ナイジェリアの農業政策において作物の多角化を全面的に

推し進めているものは見当たらなかった。そのため、多角化を国全体で推し進めていくた

めに両方の政策提言とも効果的である。 

第１節 政策提言１：農家の工夫に対する補助金制度 
 現状分析より、貧困の農家が農作物の多角化や改良品種の使用を行えていない原因と

して、追加投資の潜在的所得損失を避けてしまうローリスク・ローリターンの戦略をとり

がちになる傾向にあると考えられる。その問題を解決するために、貧困農民家計の複数種

の作物の栽培や改良品種の購入を促す補助金を、種子販売市場に提供する制度を提言す

る。現在、ナイジェリアにおいて貧困農民家計に対して、そのような補助金が行われてい

る事例は見られていない。補助金の提供方法は、ナイジェリア政府の農林水産省を主導に

して種子販売市場に対する直接資金提供の形態になる。具体的には以下のステップにな

る。 

 

1. 貧困農民家計による政府への支援の申請。 

2. 申請完了後、政府はその家計に対して種子購入にのみ使えるチケットを配布。 

3. 貧困農民家計はそのチケットを使って種子を無償で購入。 

4. 政府は作物種子の販売業者に対して購入された分の補助金を行う。 

 

ナイジェリアの農林水産省は、気候変動と環境の持続可能性を考慮した農業政策を行う

ことに注力している（Ministry of agriculture and food security, 2020 n.d）。また

ナイジェリア政府は、金融セクターや市場を活用した効果的な政策を行うことに重点を置

いていることが述べられている。本政策提言は、ナイジェリアの農林水産省にとっても推

進していきたい政策であり、また実行可能性が高い政策となっている。 

貧困農民家計への無利子の融資などの直接的な資金提供を行わなかった理由としては、

家計のモラルハザードのリスクを考慮した点にある。本政策では、貧困農民家計の申請の

際に幾つかの手順を用意する。 

 

1. 農民家計の現在の作物別栽培状況と補助をしてもらいたい希望の種子を政府に申

告。 

2. 政府は現在の家計の作物栽培状況と希望の種子を考慮し、家計の収穫が比較的向

上するような品種（改良品種含む）の提案を家計に行う。 
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3. 家計と政府の合意のもと申請完了。 

4. 申請完了後、政府はチケットと配布品種の近隣販売場所の情報を家計に配布。 

 

以上の手順を踏み、収穫後家計による収穫状況の報告を政府に行なってもらう。ここで家

計に目立った問題がないと政府が判断すれば継続的な支援を行うという形になる。これら

のプロセスを通して、モラルハザードの問題を最大限緩和する。 

この政策による期待される効果は以下になる。 

 

1. 貧困農民家計はローリスクな戦略で以前よりも大きなリターンを期待できる。 

2. 貧困農民家計の収穫量増加による、近隣住民の食糧安全の向上が期待できる。 

 

１は、何度も述べた潜在的所得損失の危惧を貧困農業家計から排除でき、農民家計は多角

化と改良品種の使用により、以前よりも多くの農業純収入を得ることが期待される。２

は、農民家計のみならずその周辺の人々の生活に対する効果である。World Bank(2017)に

よると、ナイジェリア国民の約三分の二はスラムで生活していることが報告されている。

スラムでは、スラム内での人口増加もあり、資源や食料が枯渇している問題が存在する。

本政策は農業純収入を増加させるものであり、それは言い換えると農業生産物の増加が起

きていると考えられる。農業生産物の増加により、低い水準ではありながらスラム内の食

糧安全の向上にも繋がると考えられる。 

 しかし、本政策の問題点として以下の問題が考えられる。 

 

1. 家計に対する融資ではないため、継続的な援助は見込めない。 

2. 家計が適切に複数種の作物の栽培、改良品種の栽培を行う保証ができない。 

 

以上の問題は、持続的な効果を考える上で解決しなければならない問題であるにもかか

わらず、本施策では考慮できない問題である。そのため、同時にその問題を解決できる政

策を行わなければならない。本政策は、貧困農業家計の多角化、改良品種の使用のきっか

けとなることを目的となるため、5 年以上の長期的な政策ではなくもう少し短期的に実施

することが好ましいと考えられる。 

第２節 政策提言２：持続可能な農業の推進教育 
前節では、制度面での政策について述べてきた。しかし、先述した通り持続可能性の観

点において諸問題が残ってしまう。この問題を解決するために政策提言２では、貧困農民

家計の知識の面にアプローチを行う、農民家計に対する教育機会の提供を提言する。 

 N.Oyindeinbofa(2018)によると、ナイジェリアでは農業家計における知識不足の問題が

指摘されている。前節でも述べた通りナイジェリアの多くの国民はスラムで生活を営み、

十分な教育を受けられていない状況が以上の問題に少なからず起因している。また同論文

(2018)によれば、多くの地方農民家計はその地域で伝承されているような情報、土地固有

の情報に依存した生産活動を行なっている。 

 本政策の提言する持続可能な農業の教育とは、一般的な農作技術についての教育はもと

より、作物の多角化、改良品種の栽培の効果についての教育を重点的に行なっていく。持

続的に政策提言１の効果を波及させるためには、多角化・改良品種が現在の栽培作物より

も、洪水対してレジリエンスをもち、純収入を増加させることを家計に認識してもらわな

くてはならない。 

 現在ナイジェリアでは複数の NGO 団体が持続的な農業の推進を行うために、教育を中心

とした支援活動を行なっている。これらの団体は、主に農業機具の使用方法や適切な作物

栽培をどのように行うかなどの教育を行なっている。これらの団体の中には、ナイジェリ
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アの政府とパートナーシップを結んでいるものも多くあるため、政府とそれらの団体が協

力しながら教育活動を行う。 

 以上のアクターが協力して、自治体ごとにレクチャーを行う。農業はその土地特有の問

題などが多く存在する。また第 1 章で先述した通り、ナイジェリアの土地は比較的農業生

産に向いていない土地が多く、そのために自治体に合わせた慎重な栽培作物の選択を行わ

なければならない。ナイジェリアには村単位で様々な行政を担っている組織が存在する。

その組織と連携をとり、何度かセッションを重ねながらコンサルテーションを行ない、自

治体にあった栽培作物を決定する。その決定を元に自治体の住民にレクチャーを行いその

土地にあった農作物の多角化と改良品種の使用を促す。 

具体的なレクチャーの方法としては実践的なトレーニングレクチャーの提供となる。生

産者に対して新しい農作物や改良品種に関する知識を提供するために、実践的なトレーニ

ングを行う。これには、地域の農地や気象条件に適した作物の栽培方法や、改良品種の特

性などに焦点を当てたものがあたる。トレーニングは、実際の農地での実演や参加型のワ

ークショップを通じて、生産者が理論的な知識を実践的なスキルに変換できるような効果

が期待できる。 
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終わりに 

本稿では、ナイジェリアの気候変動による洪水・干ばつの農業に対する影響に問題意識

を持ち、分析・政策提言を行なった。そこで多くの貧困農民家計において、実施しやすい

農作物の多角化と改良品種の使用がレジリエンスを高めるという仮説のもと実証分析を進

めた。分析の結果、それらの工夫の実施は洪水に対して経済的レジリエンスを高める可能

性があるという考察を得られた。そこで政策提言では、農作物の多角化と改良品種の使用

の促進をするため、補助金と教育の２点からアプローチすることを提案した。 

しかし、分析をするにあたって幾つかの問題点が残った。一点目に使用したデータに関

しての問題である。今回使用した LSMSデータでは洪水、干ばつの変数はサンプルの自己申

告になっている。つまり、サンプルがショックを受けたと実感した時に１となるダミー変

数であるが、これは客観性に欠けるデータであり、観測された詳細な洪水・干ばつのデー

タを用いるよりも正確性に欠けた分析になった。また、農業純収入に強く相関する気温や

降水量のデータも LSMSには含まれていなかったため、今後の分析ではその点について考慮

する必要がある。 

二点目に推定に関しての問題である。本稿の推定では、一国の大きなパネルデータを扱

い、また洪水・干ばつ・農業生産物という地理的要因と強く相関する変数を扱ったにもか

かわらず、標準誤差をそれらに考慮していないものを扱っている。そのため、統計的な有

意性を得られない推定になってしまった可能性が考えられる。 

以上の改善点を考慮し、今後の研究ではより精度の高い分析を行い、さらに重要性のあ

る研究を進めていきたい。 
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